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第5条（津波による損傷の防止）に係る要求事項と対応概要

要求事項 対応の概要

試験研究用等原子炉施設は、
その供用中に当該試験研究用等
原子炉施設に大きな影響を及ぼ
すおそれがある津波に対して安
全機能が損なわれるおそれがな
いものでなければならない。

・ 津波による影響については、最新の科学的・技術的知見を
踏まえ、波源海域から敷地周辺までの海底地形、地質構造及
び地震活動性等の地震学的見地から適切な波源を想定し、津
波の遡上による敷地への影響を確認する。また、津波発生の
要因として、地震のほか、地すべり、斜面崩壊等地震以外の
要因も検討し、不確かさを考慮した数値解析により評価を実
施する。

・ 敷地に最も大きな影響を及ぼす津波は、プレート間地震に
よる「茨城県沖から房総沖に想定する津波」であり、津波高
さは、敷地前面海岸の範囲内最大でT.P.+16.9mである。また、
潮位のばらつき、高潮及び断層の破壊伝播現象が水位上昇側
に与える影響として+0.9mを評価した結果を考慮しても津波
高さはT.P.+17.8mである。

・ 原子炉施設は、丘陵地帯の台地に位置し、T.P.＋約35m～
＋約40mに設置するため、津波により重大な影響を受けるお
それがないことから、津波による損傷の防止は設計上考慮し
ない。
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津波の水位評価 第370回核燃料施設等
の新規制基準適合性に係る審査会合
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参考：HTTRにおける津波による損傷の防止に係る資料（1/2）
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参考：HTTRにおける津波による損傷の防止に係る資料（2/2）



5

立地上の余裕に対する検討

・ 敷地に最も大きな影響を及ぼす津波は、プレート間地震による「茨城県沖から房総沖に想定する津波」であ
る。この波源による津波高さは敷地前面海岸の範囲内最大でT.P.+16.9 mである。

・ 敷地に最も大きな影響を及ぼす津波の評価結果（敷地前面海岸の範囲内最大でT.P.+16.9m)に対し、潮位の
ばらつき、高潮及び断層の破壊伝播現象が水位上昇側に与える影響の評価（水位に+0.9m加算＊1）を考慮して
も津波高さはT.P.+17.8mであり、津波がT.P.+30m地点まで到達する可能性はなく、T.P.+約35m～+約40mに設置
される原子炉施設には津波による影響はない。

T.P.+約35m～+約40m

高速実験炉
原子炉施設

T.P.+約16.9m

津波評価による
敷地前面海岸の
津波高さ

津波高さ分布図

T.P.+17.8m（T.P.+17.74m）

潮位のばらつき：+0.14m

高潮による影響：+0.6m

断層の破損伝播現象を考慮した波源
モデルによる影響：+0.1m

T.P.+30m

余裕：12.2m

＊1：潮位のばらつき（+0.14m）、高潮による影響（+0.6m）及び断層の破壊伝播現象による影響（+0.1m） → +0.9m
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放水路からの流入リスクに係る検討

・ 「常陽」は、海から
の取水設備を有しない。
放水経路として、大洗研
究所には、集水桝及び放
水路がある。「常陽」で
は、排水監視ポンド
（Ⅱ）に集約した水を、
集水桝・放水路を介して、
敷地外に放出する。なお、
集水桝及び放水路は、
「一般」の施設に区分さ
れる。

・ 右図に示すように、
排水監視ポンド（Ⅱ）及
び集水桝は、原子炉施設
よりも低地に位置し、開
放された構造を有する。
津波が、放水路から逆流
し、原子炉施設に到達す
ることはない。

排水監視ポンド（Ⅱ）
：T.P.+約34m

放水路

集水桝
：T.P.+約20m

高速実験炉
原子炉施設

T.P.+約35m～+約40m
T.P.+約34m

P
T.P.+約30m

海面
T.P.+約20m排水監視ポンド（Ⅱ）

集水桝


